
（三井住友フィナンシャルグループ）

１５．業種別貸出状況等 【三井住友銀行単体】

（１）業種別貸出金
（百万円）

15年３月末

うちリスク管理債権

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 53,795,885 5,045,798 

製　　　　造　　　　業 6,031,262 219,954 

第 　一 　次 　産 　業 192,795 4,570 

建　　　　設　　　　業 2,385,278 688,800 

運輸･情報通信･公益事業 2,968,971 134,852 

卸　売　・　小　売　業 5,812,485 533,638 

金　融　・　保　険　業 5,419,634 166,084 

不 　　動 　　産　　業 8,240,327 2,052,350 

各  種  サ  ー  ビ  ス  業 5,622,703 949,154 

地　方　公　共　団　体 508,144  -  

そ　　　　の　　　　他 16,614,280 296,396 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 3,486,479 123,733 

政　　　　府　　　　等 119,468 11,639 

金 　　融 　　機　　関 236,116 1,422 

商　　　　工　　　　業 2,945,122 110,672 

そ　　　　の　　　　他 185,772  -  

合　　　　　　　　　　　　計 57,282,365 5,169,531 

（百万円）

14年３月末

うちリスク管理債権

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 54,863,439 5,691,294 

製　　　　造　　　　業 7,531,964 317,433 

第 　一 　次 　産 　業 183,762 5,215 

建　　　　設　　　　業 2,871,745 1,014,604 

運輸・通信・その他公益事業 2,849,799 65,699 

卸売・ 小売業・ 飲食店 7,210,408 728,764 

金　融　・　保　険　業 5,269,537 216,911 

不 　　動 　　産　　業 8,612,718 2,043,461 

サ 　ー 　ビ 　ス 　業 6,409,089 1,003,371 

地　方　公　共　団　体 337,572 -                           

そ　　　　の　　　　他 13,586,834 295,836 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 5,438,880 145,298 

政　　　　府　　　　等 182,437 13,580 

金 　　融 　　機　　関 372,246 2,963 

商　　　　工　　　　業 4,689,758 128,755 

そ　　　　の　　　　他 194,437 -                             

合　　　　　　　　　　　　計 60,302,319 5,836,592 

(注) 1. 第一次産業には、農業・林業・漁業・鉱業を含めております。（以下同様）

      2. 平成14年３月７日付総務省告示第139号により「日本標準産業分類」が改訂され、同年10月１日から適用

  されたことに伴い、「国内店分（除く特別国際金融取引勘定）」に係る各業種別の貸出金残高は、平成14

  年３月末は改訂前の日本標準産業分類の区分に基づき、平成15年３月末は改訂後の日本標準産業分類

  の区分に基づき記載しております。（以下同様）
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（三井住友フィナンシャルグループ）

（２）業種別金融再生法開示債権及び引当率
（百万円、％）

15年３月末
引当率

国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 5,111,997 54.3 
製　　　　造　　　　業 222,098 46.7 
第 　一 　次 　産 　業 4,571 47.3 
建　　　　設　　　　業 721,706 65.7 
運輸･情報通信･公益事業 135,717 37.5 
卸　売　・　小　売　業 539,974 41.2 
金　融　・　保　険　業 168,045 54.3 
不 　　動 　　産　　業 2,057,619 57.3 
各  種  サ  ー  ビ  ス  業 961,731 48.6 
地　方　公　共　団　体  －   －  
そ　　　　の　　　　他 300,536 71.9 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 149,348 58.4 
政　　　　府　　　　等 11,639 27.9 
金 　　融 　　機　　関 1,422  －  
商　　　　工　　　　業 136,287 62.6 
そ　　　　の　　　　他  －   －  

合　　　　　　　　　　　　計 5,261,345 54.9 

（百万円、％）
14年３月末

引当率
国内店分（除く特別国際金融取引勘定） 5,753,026 49.9 
製　　　　造　　　　業 320,493 36.7 
第 　一 　次 　産 　業 5,218 64.2 
建　　　　設　　　　業 1,035,509 53.9 
運輸・通信・その他公益事業 66,985 49.7 
卸売・ 小売業・ 飲食店 740,024 60.3 
金　融　・　保　険　業 219,324 26.6 
不 　　動 　　産　　業 2,047,293 42.7 
サ 　ー 　ビ 　ス 　業 1,006,380 55.9 
地　方　公　共　団　体  －   －  
そ　　　　の　　　　他 311,800 76.5 

海外店分及び特別国際金融取引勘定分 167,321 51.1 
政　　　　府　　　　等 13,580 21.8 
金 　　融 　　機　　関 2,963 65.1 
商　　　　工　　　　業 150,778 55.3 
そ　　　　の　　　　他  －   －  

合　　　　　　　　　　　　計 5,920,347 49.9 
(注) 1. 金融再生法開示債権には、貸出金の他、支払承諾見返、仮払金その他の与信性資産が含まれております。
2. 引当率＝貸倒引当金／担保保証等控除後債権×１００
   貸倒引当金は、個別貸倒引当金及び要管理債権に対して計上している一般貸倒引当金の合計額であります。

（３）消費者ローン残高
（百万円）

15年３月末 14年３月末
14年３月末比

消費者ローン残高 13,665,876 77,650 13,588,226 
住宅ローン残高 12,339,291 279,096 12,060,195 
うち自己居住用の住宅ローン残高 8,346,632 440,959 7,905,673 
その他ローン残高 1,326,585 △ 201,446 1,528,031 

（４）中小企業等に対する貸出金
（百万円、％）

15年３月末 14年３月末
14年３月末比

中小企業等貸出金残高 36,733,241 △2,391,077 39,124,318 
中小企業等貸出金比率 68.3 △ 3.0 71.3 
（注）貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含めておりません。
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